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（国の責務）  
第３条  国は、前条の基本理念にのっとり、国土並びに国民の生命、身体及び財産を災害から保護する使命を有することに
鑑み、組織及び機能の全てを挙げて防災に関し万全の措置を講ずる責務を有する。  

２  国は、前項の責務を遂行するため、災害予防、災害応急対策及び災害復旧の基本となるべき計画を作成し、及び法令

に基づきこれを実施するとともに、地方公共団体、指定公共機関、指定地方公共機関等が処理する防災に関する事務又
は業務の実施の推進とその総合調整を行ない、及び災害に係る経費負担の適正化を図らなければならない。 

  
（都道府県の責務）  
第４条  都道府県は、基本理念にのっとり、当該都道府県の地域並びに当該都道府県の住民の生命、身体及び財産を災

害から保護するため、関係機関及び他の地方公共団体の協力を得て、当該都道府県の地域に係る防災に関する計画を
作成し、及び法令に基づきこれを実施するとともに、その区域内の市町村及び指定地方公共機関が処理する防災に関す
る事務又は業務の実施を助け、かつ、その総合調整を行う責務を有する。  

 
（市町村の責務）  
第５条  市町村は、基本理念にのっとり、基礎的な地方公共団体として、当該市町村の地域並びに当該市町村の住民の生

命、身体及び財産を災害から保護するため、関係機関及び他の地方公共団体の協力を得て、当該市町村の地域に係る
防災に関する計画を作成し、及び法令に基づきこれを実施する責務を有する。 

２  市町村長は、前項の責務を遂行するため、消防機関、水防団その他の組織の整備並びに当該市町村の区域内の公共

的団体その他の防災に関する組織及び自主防災組織の充実を図るほか、住民の自発的な防災活動の促進を図り、市町
村の有する全ての機能を十分に発揮するように努めなければならない。  

 
（住民等の責務）  
第６条   
３  前２項に規定するもののほか、地方公共団体の住民は、基本理念にのっとり、食品、飲料水その他の生活必需物資の

備蓄その他の自ら災害に備えるための手段を講ずるとともに、防災訓練その他の自発的な防災活動への参加、過去の
災害から得られた教訓の伝承その他の取組により防災に寄与するように努めなければならない。  
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